
 

 

 

 

 

 

               

 

 

 

 

 

一般社団法人 未来ウエディング JAPAN 

 会員規程  

  



 

 

第 1条（目的） 

本会員規程（以下「本規程」という。）は、一般社団法人 未来ウエディング JAPAN（以下

「本会」という。）の会員の入会、退会及び会員の権利、義務、並びに本会と会員との間

の基本的事項に関して定める。 

第 2条（会員資格の取得） 

1. 本会の会員は、本会の目的に賛同して入会した団体又は個人とする。 

2. 会員として入会しようとする者（以下「申込者」という。）は、理事会が別に定める

入会申込書を提出しなければならない。かかる申込みは、書面の提出によるほか、電子メ

ール若しくはＦＡＸの送信を通じて行なうことができる。 

3. 前項の申込みをした者は、理事会の承認を受け、承認に関する通知及び、第 3条規定

の会費等の請求を書面により受領し、又は電子メール若しくはＦＡＸによりかかる通知を

受信し、請求への支払いが完了した時点で、入会とみなす。 

第 3条（会員の入会資格、審査） 

1． 申込者は、入会に際し、理事会の承認を受けなければならない。 

2． 理事会は、以下の事項を考慮して、申込者の入会を審査する。 

(1)本会の設立趣旨に賛同していること。 

(2)申込者が行う事業活動又は申込者が所属する団体の事業活動において、コンプライアン

ス（法令順守）の体制を整え、契約者との間に反社会的勢力の排除条項を設置している

こと。 

(3)その他本会の会員として適切であると理事会が判断する者であること。 

 

第 4条（反社会的勢力の排除） 

1． 申込者及び会員は、本会に対し、次の各号の事項を確約する。 

① 申込者及び会員並びにその取引先（申込者及び会員が行う事業活動又は申込者及び会

員が所属する団体の事業活動において、事業活動の相手方をいう。以下同じ。）が、暴力

団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに準ずる者又はその構成員（以下、総称して

「反社会的勢力」という。）ではないこと。 

② 申込者及び会員並びにその取引先の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又は

これらに準ずる者をいう。）が反社会的勢力ではないこと。 

③ 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、会員となるものでないこと。 

④ 会員である間に、第三者を利用して、本会に対して次の行為をしないこと。 

ア 本会に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為 

イ 偽計又は威力を用いて本会の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為 



 

 

2. 会員について、次のいずれかに該当した場合には、本会は、何らの催告を要せずし

て、当該会員を除名することができる。 

ア 前項①又は②の確約に反する申告をしたことが判明した場合 

イ 前項③の確約に反し契約をしたことが判明した場合 

ウ 前項④の確約に反した行為をした場合 

3． 会員は、本会に対し、会員又は第三者をして会員たる地位に基づくいかなる権利をも

反社会的勢力のために供しないことを確約する。 

4. 会員が前項に反した行為をした場合には、本会は、何らの催告を要せずして、当該会

員を除名することができる。 

5. 第２項又は第４項の規定により除名された場合には、当該除名された者は、除名によ

り損害が生じた場合であっても、本会に対し一切の請求をすることができない。 

 

第 5条（会員の特典、義務） 

1. 会員は、その種別に応じて、別表に定める入会金及び会費を納入しなければならない。

原則として、１年分一括して会費を納めなければならない。 

2. 会員は、その種別に応じて、別表に記載する活動に参加することができる特典を有する。

本会は、必要に応じて随時、会員の特典について見直しを行い、1ヶ月前までに会員に対し

て通知を行なうことにより、その内容を変更することができる。 

3. 会員は、入会の際に届け出た内容に変更が生じた場合は、その都度代表理事に届け出る

ものとする。 

4．会員は、申込日より 1年間有効とする。ただし、有効期限 1カ月前までに書面での申込

みがない限り、１年間自動的に延長されるものとし、以後も同様とする。 

 

第 6条（会員の任意退会、除名） 

1. 会員は、理事会において別に定める退会届を提出することにより、任意にいつでも退

会することができる。 

2. 本会は、会員が次のいずれかに該当するに至ったときは、理事会の決議によって当該

会員を除名することができる。 

（1）本会の定款その他の規程に違反したとき。 

（2）本会の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

（3）その他の除名すべき正当な事由があるとき。 

第 7条（その他会員資格の喪失） 

 前条に規定する場合のほか、会員は、次のいずれかに該当するに至ったときは、その資

格を喪失する。 



 

 

（1）会費の納入が継続して 2年以上なされなかったとき。 

（2）総正会員が同意したとき。 

（3）当該会員が死亡し、又は解散したとき。 

第 8条（会員資格喪失に伴う権利及び義務） 

1. 会員が前 2条の規定によりその資格を喪失したときは、本会に対する会員としての権

利を失い、義務を免れる。但し、会員が会員資格を有する間に負担し、又はその時点まで

に行なわれた行為を起因として負担する本会に対する義務等（未払いの会費、本会の免責

等を含むがこれらに限られない。）については、会員資格の喪失により消滅しない。 

2. 本会は、会員がその資格を喪失しても、既納の入会金、会費及びその他の拠出金品

は、理由の如何にかかわらず、これを返還しない。 

第 9条（有志活動） 

会員が本会の名称等を使用して独自に活動を行なおうとする場合、事前に理事会の承認を

得なければならない。理事会は、本会の名称等の使用について承認する場合、必要な条件

等を付し、またそれらの活動を支援することができる。 

第 10条（知的財産権） 

1. 会員は、本会が権利を有する特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権及びその

他の知的財産権（以下、「知的財産権」という。）を尊重するものとし、本会からその使

用について事前に書面による許諾を得た場合を除き、これを無断で使用してはならない。 

2. 本会が、本会の活動に関連してレポート等の成果物を作成する場合、成果物の著作権

は、本会に帰属する。会員が本会の活動に関連して行った発言等、又は本会に提供した資

料等の情報（以下「提供情報」という。）が本会の作成する成果物に含まれる場合、会員

は、本会が成果物の利用（使用、複製、改変、翻訳、翻案、口述、展示、上映、頒布、再

使用許諾、その他著作物に関する一切の利用を含む。）に必要な範囲内において、本会が

対価の支払いを要することなく、会員の事前承諾の上、当該提供情報を自由に利用するこ

とを許諾する。 

 

3. 会員は、提供情報が第三者の著作権等の対象となる場合には、事前に第三者から必要

な許諾を得なければならない。提供情報が第三者の著作権等を侵害することを理由として

紛争が生じた場合、当該提供情報を提供した会員は、当該紛争を解決する為に本会に対し

て必要な協力を行い、これにより本会に生じた費用、損害等を補償する。 

4． 会員が本会の活動を通じて、知的財産権の対象となる発明、考案、その他の創作等を

行なった場合、その権利の帰属及び権利化の措置等について、本会と必要な協議を行な

う。 



 

 

第 11条（個人情報保護） 

本会は、会員から本会の活動に関連して個人情報を取得し、利用する場合、本会に適用さ

れる法令及び本会が別に定める個人情報保護方針を遵守し、最大限の注意を払って慎重に

取り扱う。 

 

第 12条（機密保持） 

本会及び会員は、本会の活動に関連して、他の者から機密保持を条件に提供された情報

（以下「機密情報」という。）については、これを厳に機密として保持し、機密情報を提

供した者から事前に承諾を得た場合を除き、これを第三者に開示してはならない。 

 

第 13条（免責・損害賠償） 

1． 本会は、本会が提供する情報の正確性及び完全性、並びにこれを利用することによ

って生じる結果等について何らの保証をするものではない。会員は、本会の活動に関連し

て取得する情報等について、自らの判断により、その利用等を決定するものとし、本会は

これらに起因する損害について一切責任を負わない。 

2． 前項の規定に拘わらず、本会が会員に対して損害賠償責任を負担しなければならな

い場合、本会は、その原因の如何にかかわらず、間接損害、特別損害、逸失利益及び軽過

失に基づく損害については、予見の有無に拘わらず、責任を負わない。 

 

第 14条（会員規程の閲覧、追加・変更） 

1． 本規程は、本会のウェブサイトに掲載する等、会員の閲覧に供するものとする。 

2． 本規程は、本会の定款により社員総会の決議事項とされている事項を除き、本会の

理事会の決議により、会員の事前の承諾なしに随時追加、変更することができる。本会

は、本規程を改定した場合、改定された規程を速やかにウェブサイトに掲載することによ

り、会員に通知する。変更された規程は、本会のウェブサイトに掲載された時点で効力が

発生し、以後会員は変更された規程に拘束される。 

 

第 15 条（準拠法・合意管轄裁判所） 

本規程は、日本法に基づいて解釈・適用され、本会と会員との間に紛争が発生した場合に

は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

附則 

本規程は、令和 4年 9月 1日から施行する。 



 

 

 

会費 

入会金 30,000円 

会員（結婚式場） 

婚礼常時従業員数 300名以上 150,000円/年 

  婚礼常時従業員数 100名以上 300名未満 100,000円/年 

  婚礼常時従業員数 100名未満 50,000円/年 

会員（結婚式場以外）  30,000円/年  

※但し、ご事情に合わせて応相談。 

※会費は原則として 1年分一括で納付いただきます。 

 

 

会員の特典 

主なメリットは下記 

有事に向けての業界内外連携 

結婚式の価値啓発活動（イベント・キャンペーン）への参加 

会員企業同士の各種交流会への参加 

各種研修、勉強会、カンファレンス、アワード等ラーニング機会への参加 

 

 

 


